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　会員諸氏におかれましては、新しい年を迎えて心新たな日々をお過ごしのこととお慶び申し上げます。
　
　本年は、特別にすがすがしい気持ちで新年を迎えることができました。昨年９月に公益社団法人の認可が下
り、まさしく今年の正月は、当協会の門出にふさわしい第一歩を刻むことになりました。
　会長任期のこれまでの６年間は、建築コスト管理士と建築積算士が一人前の職能として、世間に認められる
ための土台作りの期間として位置づけることができます。この二つの資格者が社会に認知されるようになるた
めに、器の整備と中身の充実を同時並行的に進めて参りました。
　今回の公益法人化は、器の整備としては最も理想的で時宜を得たものと言えるでしょう。中身の充実とは、
言うまでもなくスペシャリストとしての専門知識および専門技術の涵養に他なりません。この面では、両資格
者のガイドブックの作成を含めた各種専門書籍及び教材の編纂・刊行に取り組み、積算・コストの専門家の実
力向上に役立つ貴重な成果を上げることができました。こうした努力の積み重ねによって、両資格試験の受験
者が着実に増加傾向を示しています。また、建築積算士補が千名を超えるのも時間の問題となってきています。
　とは申せ、現在の厳しい社会情勢の下で楽観主義は極めて危険です、今当協会は本支部一体になって両資格
の役割と重要性をアピールするＰＲ活動を全国規模で展開し、合わせて建築積算士補の魅力を広く訴える「ペ
リカン大作戦」と称する情宣活動に取り組んでいます。今回の公益社団法人認可取得は、この情宣活動より有
利に進める糧になることは確かです。なぜこのペリカン作戦に力を入れるかを分かり易く言えば、日本中のゼ
ネコン・サブコン・設計事務所・積算事務所を始めとして、デベロッパーや住宅企業などの関連各社の上層部
の中に、さらには発注者を含む各組織の中に、多くの当協会のフアンを増やしていく活動であると位置づけて
いるからです。
　建築積算士と建築コスト管理士の両資格を、魅力ある民間資格としてのモデルとして構築できるかどうかが
問われています。その際に大事なことは、専門技術・技能の涵養と倫理観の確立であり，それを担保する教育
システムの構築にあるといえましょう。
　そうした観点から、学生等、若い層を対象とした建築積算士補の資格認定が教育システムの一環として定着
しつつあることは極めて重要であり、今後の動向が注目されます。数千名規模の積算士補が誕生するようにな
ると同時に、実務と直結した理論の蓄積が豊かになれば、宿願である建築積算・コストにかかわる学会の設立
もいよいよ現実的なものになるでしょう。
　最後になりましたが、個人的な初夢に触れることをお許し下さい。30年間に及ぶ取り組みがようやく結実し
て、250年の長きにわたり未解決である素数に関する「ゴールドバッハ予想」が解明できた気がします。『好い
年をしてみっともない』と人から笑われても、当人はかなり真面目ですので、個人的にもまた協会にとっても
文字通り『いい年』になる予感がいたします。
　当協会が益々発展するように、限られた任期を精一杯勤め上げる所存ですので、会員諸氏におかれましては
旧来に増したご協力をお願い申し上げて、年頭所感とさせていただきます。

年頭所感

会長　藤上 輝之

BSIJ-CPD 認定記事 1単位



2013  Winter  　5

　平成25年の年頭にあたり謹んで新春のご挨拶を申し上げます。

　公益社団法人日本建築積算協会及び会員の皆様におかれましては、日頃より建築積算技術及び積算基準の調査研究・
情報発信・活用などにより、建築業界全般の積算手法等の改善・効率化、建築積算技術の向上にご尽力されており、こ
こに厚く御礼申し上げます。

　東日本大震災では、公共建築も甚大な被害を受けております。官庁営繕部においては、被災した官庁施設の復旧に全
力を挙げて取り組んでいるところです。また、大震災の教訓を踏まえた「業務継続のための官庁施設の機能確保」「持続
可能な低炭素・循環型社会の構築」「公共建築物における木材の利用の促進」などの課題にも取り組んでいます。
　１つめの「業務継続のための官庁施設の機能確保」については、東日本大震災の教訓を踏まえ、最大クラスの津波が
発生した場合にも官庁施設が所要の機能を発揮できるよう、「立地」「整備」「使用・保全」のあり方について検討する必
要があります。
　国土交通省では、現在、社会資本整備審議会建築分科会の官公庁施設部会において、大津波等を想定した官庁施設の
機能確保のあり方について審議をいただいているところであり、その審議結果を踏まえ、人命の安全確保を最優先しつ
つ、災害応急対策活動の拠点施設をはじめとする官庁施設における津波対策を計画的に推進してまいります。
　２つめの「持続可能な低炭素・循環型社会の構築」につきましては、「日本再生戦略」において、低炭素・循環型社会
の実現を図ることとされ、公共建築物においても低炭素化・ゼロエネルギー化の実現に向けた取り組みが必要です。
　国土交通省では、「持続可能で活力ある国土・地域づくり」を取りまとめ、被災した官庁施設の復旧にあわせ、再生可
能エネルギー・新技術の積極的導入と省エネルギー・節電技術の徹底活用を組み合わせ、ゼロエネルギー化を目指した
整備をモデル的に実施することとしました。モデル事業の実施を通して、地方公共団体等にグッドプラクティスの提供
ができるように努めてまいります。
　３つめの「公共建築物における木材の利用の推進」につきましては、「公共建築物等木材利用促進法」が施行されてか
ら２年が経過し、この間、「木造計画・設計基準」の制定などを行ってまいりました。今後、木造建築工事標準仕様書の
改定、木造の耐火建築物に関する整備手法の検討の取りまとめや数量積算手法の検討等を行っていくこととしております。
　また、入札契約関連では、一般競争入札の普及、総合評価落札方式の充実をはじめ、手続きの透明性・客観性を確保
しつつ、工事の品質確保の観点から、低入札に係る特別重点調査及び施工体制確認型総合評価等の取組を進めています。
近年では不調不落も多く見受けられることから、工事工期を適切に反映した共通費算定、施工条件明示の詳細化を実施
し、また、僅少工事の価格設定などを試行し、実情に応じた予定価格作成の取り組みを引き続き進めております。
　公共建築積算の使命には、様々な基準類に基づく適正で説明性の高い価格の算出があげられますが、より幅広く、事
業の川上段階から「コストマネジメント」の役割を担うことが期待されています。発注者の視点に立った品質管理のあ
り方として、コストバランスの保たれた建築、時代の要請に適切に対応した建築となることを、コストの面からも適切
にマネジメントしていくことが重要となります。また、公共建築積算は、発注者の視点に加え、建築業界全般に対して
も建築積算に関する標準を示すと共に、受発注者双方の省力化・効率化にも寄与するものとして取組む必要があります。

　貴協会では、これまでにも「建築積算士」「建築コスト管理士」等の認定事業を通して、建築積算基準の普及促進、建
築積算分野の技術者の技術力及び社会的な評価の向上、並びに、建築計画におけるコスト計画技術、企画構想段階から
プロジェクトに係わるコストプランナーとしての役割等に、その職能を活用されるよう努められているところですが、
引き続き、あらゆる建築経済活動の場面にご活躍の場を広げられることを祈念しております。
　最後になりますが、貴協会及び会員の皆様の今後益々のご健勝とご活躍を祈念して、年頭のご挨拶とさせていただき
ます。

年頭所感

国土交通省大臣官房
官庁営繕部　部長

鈴木千輝
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ニーズの変化は仕事の価値を高めるチャンス

　前回、日本経済の成熟化とグローバル化の進行にと
もない、建築施設のコストパフォーマンスが重視されるよ
うになり、それが私達の仕事にも影響している事を述べ
た。
そ　うした建築施設に関する社会の新たなニーズを理
解し、それに適切に応えるやり方をすればもっと仕事の
価値が上がるはずだ。そう考えると、収益の低下に悩
む現状を打開するヒントになるかもしれない。
　今回は、企業不動産であるＣＲＥ（Corporate 
Real Estate）の管理、運用を戦略的に行う“ＣＲＥ
戦略”を中心に、不動産ニーズの変化について考え
てみたい。
　ＣＲＥ戦略の定義については、国土交通省の企業
不動産研究会が出した報告書＊１では、「企業不動産
について、「企業価値向上」の観点から経営戦略的
視点に立って見直しを行い、不動産投資の効率性を
最大限向上させていこうという考え方を示すもの」と述べ
ている。
　まさにＣＲＥ戦略は、事務所ビルや工場など企業が
所有する建築施設の、コストパフォーマンス重視の運
営・管理を実行する戦略だということがわかる。

なぜ、今ＣＲＥ戦略なのか

　バブル以前、日本企業は不動産を含み資産と考え、
余剰資金があると積極的にその購入を行ってきた。ま
た、立派な本社ビルや工場をつくる事は企業のステー
タスと考えていた。
　そのため、企業はその価格や資金返済の状況、施
設の内容には関心を払うが、運営収益や維持管理コ
ストにはあまり関心を持たず、所有不動産の経営コスト
はタダと言う認識の下に、建築の専門家にお任せの状
態だった。
　しかしバブル崩壊以降地価が下がり、不動産がリス

CRE（企業不動産）戦略と建築の仕事

1943年生まれ。博士（工学・早稲田大学［専門：建築経済、建設経営、地域経営］）
不動建設㈱（現㈱不動テトラ）取締役の後、現職。
著書：「建設産業、新“勝利の方程式”」
「200年住宅のすすめ－長く使える家の経済学」
（以上日刊建設通信新聞社刊）
「地域創造計画ハンドブック」（共著、鹿島出版会）
「建築産業再生のためのマネジメント講座」( 共著 , 早稲田大学出版会 )

ストック型社会に向けた建築の仕事　第１回

早稲田大学客員教授  五十嵐 健

五十嵐健（いがらしたけし）

早稲田大学理工学術院総合研究所客員教授
社団法人企業研究会参与
日本建築学会建築施設マネジメント小委員会委員
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